様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　2021　年　3　月　9　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）えーえぬえーほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ
                  一般事業主の氏名又は名称 ANAホールディングス株式会社
（ふりがな）かたのざか しんや
                （法人の場合）代表者の氏名 片野坂　真哉　         印
住所　〒105-7140
　　　　　　　　　　　東京都港区東新橋1丁目5番2号 汐留シティセンター
法人番号　6010401050876　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2018-2022年度ANAグループ中期経営戦略に関するお知らせ
②統合報告書2020

	公表日
	①2018年2月1日
②2020年10月2日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法・公表場所】HPにPDFで公開
①https://ssl4.eir-parts.net/doc/9202/tdnet/1549785/00.pdf
②https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/annual/pdf/20/
20_00.pdf
【記載箇所・ページ】
①P1
②P21

	記載内容抜粋
	・オープンイノベーションとICT技術の活用による“商品サービスの刷新と働き方改革の推進”で、“超スマート社会の実現”に貢献
・DXによる効率化とイノベーションにより、利便性向上と業務効率化の同時追求や新規事業の創出による経済的価値の創造、パーソナライズサービスの提供と従業員の働きがい向上による社会的価値の創造を実現

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会承認により公表された資料である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2018-2022年度ANAグループ中期経営戦略に関するお知らせ
②「ANAグループの新しいビジネス･モデルへの変革」に関するお知らせ

	公表日
	①2018年2月1日
②2020年10月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法・公表場所】HPにPDFで公開
①https://ssl4.eir-parts.net/doc/9202/tdnet/1549785/00.pdf
②https://ssl4.eir-parts.net/doc/9202/tdnet/1892867/00.pdf
【記載箇所・ページ】
①P6
②P2、3

	記載内容抜粋
	①革新的技術とオープンイノベーションによる「超スマート社会の実現」
・スマートに「もの・こと・サービス」を提供することで、お客様の満足度向上を図るとともに、従業員のスマートな働き方の追求により生産性向上を実現する。
・ANA グループが持つ有形・無形資産をもとに、ICT 技術とオープンイノベーションを活用し、新たな価値を創出し「Society5.0(超スマート社会)」の実現に貢献する。

②-1:エアライン・ビジネスの変革
・ANAブランドは、ANAグループのプレミアムエアライブランドとして、アフターコロナのお客様のニーズに適合した人や地球環境に優しい、新しいプロダクトとサービスを提供、「ユニバーサルを重視したエアラインへと進化
・デジタルを活用した「セルフ化」・「パーソナル化」推進によるサービスの提供
・省人化や業務の効率化による生産性向上を実現し、アフターコロナにおいても継続的に収益を生み出すことができる成長モデルを実現
②-2：グループ事業におけるビジネス・モデルの変革
・当社グループが蓄積してきた顧客データとANAアプリやホームページ等のデジタルタッチポイントを活用したプラットフォーム・ビジネスを具現化
・エアライン事業、旅行事業、ANAカード事業を中核に、ANAグループ全体でお客様のライフタイム・バリューの最大化を図り、航空にとどまらない価値を創出
・旅行事業のデジタル化により顧客をANAグループのプラットフォームサービスへ誘導

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会承認により公表された資料である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【公表場所】
①プレスリリース「ANAの4月1日以降の役員体制について」
https://www.anahd.co.jp/group/pr/201902/20190228-05.html
②未来投資会議 構造改革徹底推進会合 第6回「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合（令和2年4月21日開催）資料3
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/corporate/dai6/siryou3.pdf
【記載箇所・ページ】①別添3、②P3～7

	記載内容抜粋
	①体制・組織
2019年4月に新設したデジタル変革室が中心となり、革新的なデジタル技術やオープンイノベーションを活用したDXによるビジネスの変革を推進している。推進にあたっては、経営企画部門と現場部門との連携を強化しニーズやアイデアの収集を行うと共に、内製力を強化しながら最適なテクノロジー活用による実現を行っており、一人の担当役員の下、経営企画とDX推進の両輪で推進する体制となっている。
②予算・プロセス
イノベーションを推進するために、予算の完全別枠化とPoCによる早期実現を可能とするプロセスを整備している。
③外部組織との関係構築・協業
スタートアップ企業への出資や連携、異業種とのコ・ワーキングやアイデアソン・ハッカソンの開催、企業内起業プログラム等を通じて外部組織との関係構築・協業を推進している。また、ANAの総合トレーニングセンターに、イノベーション創出拠点として「ANA Innovation GARAGE」を設置し、社内外とのオープンイノベーションを加速させつつある。
④風土変革・啓蒙
ANA独自に開発したワークショップや、社内イノベーション研修・イベント等の実施により、社内のイノベーションマインド醸成の促進による風土変革を推進している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【公表場所】HPに公開
①https://www.anahd.co.jp/group/pr/201805/20180530.html
②https://www.anahd.co.jp/group/pr/201904/20190423.html
③https://www.anahd.co.jp/group/pr/201903/20190326.html
④https://www.anahd.co.jp/group/pr/202003/20200330-2.html
【記載箇所・ページ】
①「3.技術面で老朽化・複雑化したシステム(*1)刷新への取組」
②「2.お客様向けデジタルサービスプラットフォームの整備」
③2段落目
④2段落目

	記載内容抜粋
	①国際線システムのクラウド移行やITインフラの仮想化等、IT基盤の変革に積極的に取り組み、ビジネス俊敏性の向上や大幅なITコスト削減を進めている。
②散在していた基幹システムのデータを統合し、顧客情報を一元管理するお客様情報基盤（CE基盤）を全社横断で構築した。CE基盤と現在拡大を進めているデジタルサービスプラットフォームを連携させることで、全ての顧客接点におけるパーソナライズ化されたスマートで快適なサービスや、顧客体験価値を高める新たなサービスの創出に向けた環境整備を実施している。
③空港地上支援業務のSimple&Smart化に向け、佐賀空港を新しい技術を「試す」実験場として位置付け、ANAグループが取り組む先進技術を1拠点に「集める」ことで、新しい働き方を検証できる環境整備を実施している。
④ANAグループの総合トレーニングセンター「ANA Blue Base」（ABB）に日本の航空業界として初めてローカル5Gを導入し、訓練のパーソナライズ化によるオペレーション品質の向上並びにパートナー企業との共創による新たなサービスの開発が可能な環境整備を実施している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020

	公表日
	2020年10月2日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法・公表場所】HPにPDFで公開
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/annual/pdf/20/20_00.pdf
【記載箇所・ページ】P5

	記載内容抜粋
	①顧客満足度
英国SKYTRAX社が運営するワールド・エアライン・スター・レーティングにおける格付けを公表している。（8年連続5スターを受賞中）
②定時到着率
定時到着率を公表している。（2019年度実績：87.5%、アジア・パシフィック地域で1位）
※業務の大部分がシステム化されている現状においては、定時到着率に対して、システムの安定運用が密接に関わっているため。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2019年5月14日
②2019年7月10日（記事の掲載は2019年8月9日）

	発信方法
	①日経xTECH記事にて掲載https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00677/042500009/
②IT Japan2019基調講演（以下の日経xTECH記事にて掲載）
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00896/080700006/
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00896/080700007/

	発信内容
	ANAHDの代表取締役社長である片野坂より、IT/デジタルの重要性・DX推進方針（従業員満足（ES）・顧客満足（CS）の2つの要素で取組を進める方針）・施策推進状況（Simple&Smartな空港オペレーションの実現、ANA Blue Baseでの最新技術を活用した訓練の実施、デジタルプラットフォーム環境整備、データセンター移転、国内・国際の旅客システム統一、MaaS、乗ると元気になるヒコーキ、AVATAR）等について情報を発信した。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年9月頃　～　2020年10月頃

	実施内容
	「DX推進指標」を用いた自己分析・課題の把握を実施済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年4月頃　～　現在
（過去よりサーバーセキュリティ対策を実施してきているが、NISTのサイバーセキュリティフレームワークに基づく対策を開始した時期を記載）

	実施内容
	サイバーセキュリティ経営ガイドラインでも採用されているNISTのサイバーセキュリティフレームワークを活用し、未然防御を含めた網羅的なセキュリティ対策を実施している。
また、上記の対策に加え、全社的なセキュリティ教育の実施や、個人情報やプライバシーに関する法令（GDPR・CCPA・CCSL）への準拠として、プライバシーポリシーや社内の関連規程の改定も実施しており、組織・規範・技術などの全方位でのセキュリティ対策を実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

